
自然減対策の主な事業概要　　
（単位：千円）

　　　　　　　　　　　当初予算額

（千円）

39,459 

330,511 
　

2,088,746 

786,283 

8,060 

3,137 

3,595 

39,141 

8 教員の産休・育休取得
促進事業

教員が産休・育休を取得しやすい環境を整備するため、代替教員を早
期配置し、ゆとりある引継期間を確保する。
　・休暇・休業期間に入る１～４か月前の代替教員配置

・令和2年度実績（29名）（早期配置し
た代替教員数）

(参考：県公立学校教員採用選考試験)
　今年度、新たに「他県教諭特別選考」
を実施（出願者数40名）

6 がん対策推進事業
（一部）

がんになっても安心して希望をもって暮らせる社会を構築するため、
がん診療連携拠点病院等の機能を強化するとともに、若年がん患者の妊
娠や子どもを持つことへの希望及びがん患者の社会参加を後押しする。
　・妊よう性温存治療への助成
　　　　　対象者　　がん治療により妊よう性が低下等すると診断され
　　　　　　　　　　たがん患者（４０歳未満）
　　　　　補助対象　保険適用外の妊よう性温存治療に要する費用
　　　　　補助率　　７／１０
　　　　　限度額　　卵子凍結保存２０万円、胚凍結保存３０万円
　　　　　　　　　　卵巣組織凍結保存４２万円、精子凍結保存４万円
　　　　　　　　　　精巣内精子採取術・凍結保存２１万円　　　など

・申請予定者数：男性4人、女性7人
・がん診療連携拠点病院等(9病院)に
　設置している「がん相談支援センタ
　ー」にて、制度の周知、妊孕性治療
　についての相談対応を実施

4 大分にこにこ保育支援
事業

保育を必要とする世帯の経済的負担を軽減するため、第２子以降の３
歳未満児の保育料を全額免除する市町村に対し助成する。
　・対　象　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設　など

・対象：約3,500人

5 おおいた子育て応援ス
クラム事業（一部）

地域全体で子どもの成長と子育て家庭を応援する環境を整えるため、
地域で子育て応援活動に取り組むリーダーを養成するほか、子育て応援
活動に課題を抱えている団体等を支援する。
　・子育てパパのコミュニティーづくりの推進

・「子育てパパのコミュニティ講座」を
　県内3か所(各6回)で開催
　(9月以降、中津・臼杵・佐伯)

3 幼児教育無償化関連事
業

　幼児教育無償化に伴う本県への影響額（Ｒ元年度影響額）
　　保育所運営費　　　　1,019,322千円（512,194千円）
　　認定こども園運営費　　808,625千円（356,169千円）
　　私立幼稚園運営費　　　260,799千円（ 78,946千円）

・対象：約25,300人

2 不妊治療費助成事業 不妊治療の経済的負担を軽減するため、保険適用外の特定不妊治療を
行う夫婦に対し、市町村と連携して自己負担が概ね３割となるよう助成
する。
　・助成回数拡充　通算６回→１出産あたり６回
　　　　　　　(治療開始年齢が４０歳以上の場合は１出産あたり３回)
  ・助成上限　凍結胚移植３９万円、新鮮胚移植３０万円
　　　　　　　精子回収術１５万円（初回３０万円）

不妊を心配する夫婦に対し、早期の不妊検査を促すため、市町村と連
携して自己負担の軽減につながるよう助成する。
　・対象者　　妻の年齢が４３歳未満かつ婚姻２年以内の夫婦又は妻の
　　　　　　　年齢が３０歳未満の夫婦
　　　　　　　※Ｒ２、３年度は妻の年齢が４３歳未満の夫婦
　・対象経費　初めて不妊検査を受診する夫婦が行う一般的な検査に要
　　　　　　　する自己負担額
　・助成上限　３万円

・10月から制度拡充
　　(助成回数拡充、不妊検査費助成)
　※R1助成件数 1,140件

1 おおいた出会い応援事
業

５０歳時未婚率が上昇している中、若者の結婚の希望を後押しするた
め、「出会いサポートセンター」を運営し、市町村、民間団体、企業等
と連携した出会いの場づくり等を総合的に実施する。
　・相談・登録・お相手検索が可能な巡回相談会の開催
　　（５地域×７回）
　・会員専用ページからスマートフォン等で「お相手検索」できる
　　機能の追加
　・会員専用ページでの「チャット(会話)」機能の追加
　・会員確保のための広報強化　など

・スマホで「お相手検索」機能、
 「チャット」機能の開始(8/1～)
・「出張えんむす部」開催
　(7/5開始、県内6か所、延べ35回)
　※7/21時点
　・会員数：男性762名、女性759名
　・成婚数：28組

7 県職員の働き方改革推
進事業（一部）

ＩＣＴを活用したテレワークにより、多様で柔軟な働き方及び業務の
効率化を推進するため、在宅勤務制度を拡充するとともに、その実施に
必要な環境を整備する。
　・在宅勤務制度拡充に伴うパソコン整備

・現状の20台に加え、当初予算で
　20台増台予定（増台分現在調達中）
・9月運用開始予定

事　業　名
令 和 ２ 年 度 事 業 の 概 要 備　　考
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社会減対策の主な事業概要　　
（単位：千円）

　　　　　　　　　　　当初予算額

（千円）

135,568 

13,357 

122,389 

24,606 

23,127 

976 

1,320 

1,502 

143,448 

本県への移住を促進するため、県外からの移住者に対して住宅の新築
費用等を助成する市町村を支援する。
　・大分県移住者居住者支援事業費補助金
　　 新築・購入 100万円（県1/2 市町村1/2）
　　 引っ越し　　20万円（　　　〃　　　 ）　など
　　　※移住者が起業、県内中小企業に就職した場合は５０万円上乗せ

・支援世帯数
　  241世帯　  246世帯　① 集計中

4 おおいた留学生ビジネ
スセンター運営事業

県内での就職・起業を目指す留学生を支援するため、就職コーディ
ネーターやインキュベーションマネージャーを配置した「おおいた留学
生ビジネスセンター」（別府市、H28～）を運営する。
　・就職支援（留学生対象合同企業説明会・企業見学会 等）
　・起業支援（企業支援室（個室・ブース）設置、ビジネスプラン基礎
　　講座、先輩起業家との交流会 等）
　・留学生ビジネス塾（経営者講演会 等）
　　※随時、就職・起業相談に対応

・起業20件（旅行貿易業、映像ﾒﾃﾞｨｱ、
　フードデリバリー 等）
・起業支援室への入居 9社（貿易、
　Web開発、牛革製品の製造・販売 、
　映像販売、フードデリバリー等）

※その他留学生への支援
・外国人総合相談センター
 （おおいた国際交流プラザ内、R1～）
・私費留学生への奨学金
 （年間36万円、80人）

移住者居住支援事業3

 1

5

6

7

8

9

2

事　業　名

若年層の介護人材の新規獲得を促進するため、介護職の楽しさ、やり
がいを感じ理解してもらう取組を実施する。
　・若年層をターゲットとした体験型イベント等の開催（福岡２回）

保育現場の働き方改革を推進し、保育人材の確保と職場定着を図るた
め、ＩＣＴを活用して業務効率化に取り組む保育施設を支援するほか、
一時預かり等の多様な保育ニーズに対応する経費等に対して助成する。
　・保育士養成施設の学生に対する貸付(学費5万円/月 2年間上限)　等

都市圏女性移住促進事
業

ふるさと大分ＵＩＪ
ターン推進事業

・おおいた暮らし塾（6月～）
　※東京都、福岡市、大阪市（各月１回）

・オンライン対応
　移住相談（4月～）
　移住セミナー・サロン（6月～）
・ターゲット
　福岡：若い女性（交流拠点dot.活用）
　東京：子育て世代
　関西：アクティブシニア

低所得世帯の学生の経済的負担を軽減し、意欲ある若者の私立専門学
校における修学を支援するため、授業料及び入学金の減免を行う学校法
人等に対し助成する。
　・私立専門学校（１３校）
　　　　　減免限度額　　入学金　１６万円　　授業料　５９万円

ライフスタイルの転換等を志向する女性を本県に呼び込むため、福岡
市中心部に設置する拠点施設「ｄｏｔ.（ドット）」等を活用し、暮ら
しやすさを始めとした大分移住の魅力発信や移住促進イベント等を実施
する。
　・福岡在住の女性を対象とした移住ｾﾐﾅｰ・ﾂｱｰの実施（7月～）
　・先輩移住者と大分ライフについて語るミニ女子会等の開催(8月～)
　・福岡女性に対する大分ライフのＰＲ（8月～）　など

保育環境向上支援事業
（一部）

介護のイメージアップ
大作戦事業（一部）

・20～24歳の転出女性（大分県）のうち
　27.7％が福岡県へ

 ※東京都11.8% 大阪府4.9%

看護職員就業・定着促
進事業（一部）

地域医療教育・研修推
進事業（一部）

私立専門学校修学支援
事業

・東京、大阪での交流会（中止）
・医療系求人会社を活用した全国の
　医学生(4～6年生、11,000人)への
　県内臨床研修病院情報のメルマガ発信

・オープンキャンパスでの周知
（6/20以降随時開催）

令 和 ２ 年 度 事 業 の 概 要

本県への移住を促進するため、エリアごとにターゲットを定め、それ
ぞれの特徴に応じた情報発信等の取組を強化する。
　・都市圏の非正規雇用の若者を主な対象とした移住モニターツアーの
    拡充（9月～）
  ・移住者受入れに積極的な団体・企業・地域や先輩移住者等によ
　　る移住促進へ向けた情報発信・意見交換会の実施（6月～）
　・ふるさとワーキングホリデーの受入れ（9月募集開始予定）　など

備　　考

看護職員の確保と離職防止を図るため、プラチナナース（熟練した技
術等を持つ退職看護師）の再就業を支援するとともに、新人看護師の職
場研修への支援や、圏域ごとの看護師の交流研修等を行う。
　・県内医療機関と連携した看護職就職促進イベントの開催

地域医療に携わる医師の育成・確保を図るため、大分大学医学部に地
域医療支援センターを設置し、医学生に対する地域医療セミナー等を実
施するほか、県外在住の医師・医学生のＵＩＪターン対策に取り組む。
　・県外在住医師・医学生の交流会の開催（２回）

・「保育おおいた」をオープン（4月）
 ※登録数…求人者　333人
　　　　　 求職者　 82人
・ＷＥＢターゲティング
　(Facebook、Instagram)による広報
・「保育のしごと就職フェア」（中止）

・dot.でのｲﾍﾞﾝﾄ(10、11月実施予定)

・県内医療機関バスツアー（中止）
・第１回就業ｲﾍﾞﾝﾄ(8、11月開催予定)
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社会減対策の主な事業概要　　
（単位：千円）

　　　　　　　　　　　当初予算額

（千円）

事　業　名
令 和 ２ 年 度 事 業 の 概 要 備　　考

25,516 

50,000 

51,927 

27,646 

1,200 

44,286 

10,595 

3,000 

10

12

13

14

16

17 建設産業における人材確保や生産性向上を図るため、建設労働者のＵ
ＩＪターン促進や就労環境改善の取組等を支援する。
　・建設労働者のＵＩＪターン促進に向けたＨＰの運営や情報発信

県外若年者ＵＩＪター
ン推進事業

ＵＩＪターン就農者拡
大対策事業

林業事業体強化推進事
業（一部）

漁業担い手総合対策事
業（一部）

建設産業構造改善・人
材育成支援事業（一
部）

15 林業新規参入者総合支
援事業

福岡在住の若年者のＵＩＪターンを促進するため、福岡市中心部に設
置する拠点施設「ｄｏｔ.（ドット）」を活用し、参加者のＵＩＪに対
する意識や関心レベルに応じて県内企業の情報発信を行うイベント等を
実施する。
　・学生・ＵＩＪターン就職希望者向け就職イベントの実施　など

サテライトオフィス整
備・誘致推進事業

離島等の条件不利地域を中心に、ＩＴ関連企業等の誘致を推進するた
め、市町村が行うサテライトオフィス整備のほか、進出企業の事業開始
時の初期経費に対し助成する。
　・市町村に対する助成
　　　補 助 率　離島等２／３
　　　　　　　　その他１／２（財政力指数0.67未満の市町村）
　　　対象経費　施設の取得・増改築費、ＩＴインフラ経費
　・進出企業に対する助成
　　　補 助 率　離島等２／３
　　　対象経費　条件不利地域における人材確保経費等

おおいたスタートアッ
プ支援事業（一部）

・dot.オープン（6/2）
・来客者数3,744人（7/21現在）
・個人会員407人、法人会員55法人
・主催イベント10回
　（dot.ｵｰﾌﾟﾆﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ＆ﾄｰｸｾｯｼｮﾝ等）

・オンライン相談（4/20～）
・移住との合同相談会(福岡：6/20)
　参加者35名(過去3年平均17名)
・｢就農フェア｣開催予定
　県外：東京、大阪、福岡　計5回
  県内：大分市：8/16、2/14　計2回
・県外在住者向け体験ツアー実施予定
・就業者数(うち県外)
　 237(44)、 248(57)、①257(48)

意欲ある漁業の担い手を確保・育成するため、就業希望者への情報発
信を強化するとともに、漁業学校の研修生や新規就業者に対し給付金を
交付する。

・女性起業家ｽﾃｰｼﾞｱｯﾌﾟﾐｰﾃｨﾝｸﾞ開催
(7/15)
　参加者32名(オンライン含む）
・留学生スタートアップ交流会(7/4)
　参加者15名（オンライン含む）
・資金調達等の説明会､VC交流会の実施､
　パンフレットの作成等

①姫島村サテライトオフィス
　(株)ブレーンネット（8名）
　(株)RUbY開発（4名）
②国東市サテライトオフィス
　 ディースタンダード(株)（5名）
　(株)プランニングサポート（2名）
③佐伯市宇目サテライトオフィス
　 グース(株)（3名）､(株)殿（2名）
※玖珠町旧森中学校､佐伯市旧豊南高校
　サテライトオフィス整備（R2年度）

林業経営等を担う人材を確保・育成するため、就業希望者への情報発
信を強化するとともに、１年間の林業総合研修「おおいた林業アカデ
ミー」や林業事業体が行うＯＪＴ研修を支援する。

・｢森林の仕事ガイダンス｣出展予定
　県外：東京､大阪､名古屋､福岡､大分
　　　　計5回
・広報活動の強化(CMによる研修生募集
　や就業情報の放映)
・就業者数（うち県外）
　 94(20)、 105(18)、①105(13)

本県への移住就農を促進するため、就農相談会や就農研修等を実施す
る。
　・自営就農・雇用就農相談会、体験研修等の実施
　・県外在住者向け体験ツアーの開催　など

主伐・再造林を一体的に担う中核的な林業経営体を育成するため、先
端技術を活用した業務の省力化や人材の確保・育成などを支援する。
　・造林作業員を新規雇用する事業体への社会保険料の助成
　    　補助率 2/3（県1/3　市町村1/3） 限度額 12万円/人(3年間)

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターを中心として、創業者の成長志向に応じた指導
やフォローアップ等を行う。
　・女性の創業促進に向けた支援者ネットワークの構築
　・留学生起業家と専門家との意見交換会の開催（２回）
　・起業家の資金調達環境整備に対する支援

11

・｢漁業就業支援フェア｣出展予定
　県外：東京、大阪、福岡　計4回
・就業者数（うち県外）
　 71(11)、 71(16)、①73(6)

・dot.新設のため、ネット広告の
　対象範囲を首都圏＋福岡県に拡大
・HP掲載業者数（77社）
・アクセス件数
　（約45,000件：R1.8～R2.3実績）
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